
指摘事項 指摘内容 対応方針（案）

１ 解体用車両系建設機械関係

（1）

長尺作業
装置付き
解体用機
械の定義

「機械の安定度の確保のため作業半
径が規制された長尺の作業装置を装
備した履帯式の解体用機械」という定
義で良いのか。もっと明確にならない
のか。

「概ね高さ12メートル以上の建築物の解
体が可能な長尺又は複数段のブーム又
はアームを備えた履帯式の解体用機械
で、機械の安定度の確保のため製造者
が一定の最大作業半径を指定しているも
の」を、計画課法規係と調整の上、法令
上又は解釈例規等で定義したい。なお、
報告書（案）にはこの定義を記載した。

（2）
ミニショベ
ルの定義

「運転室のない機械」のことをミニとい
うのではないのではないか。メーカー
では６トン未満の機械をミニと言ってい
る。

ミニという名称は法令上使用しないこ
ととし、運転室の有無で区別すること
とし、報告書（案）に整理して記載し
た。

(3)

運転室の
ない機械
の飛来防
護設備

運転室のない解体用機械の飛来防護
設備についてメーカーが対応できる
か、検討が必要ではないか。

何らかの飛来物防護設備は必要であ
り、その旨を整理して報告書（案）に
記載した。

(4)
ガード等
の損傷へ
の対応

製品出荷時はガードが付いていても、
使用途中で壊れてしまうこともあり、き
ちんと修理して使用することが大事で
はないか。

事業者（ユーザー）は、構造規格を具
備した機械でなければ使用してはな
らないことと規定されている。また、定
期自主検査においても、ガードについ
て検査することとする。報告書（案）に
指摘があった旨記載した。

(5)
転倒防止
警報装置

欧州（EN)規格の過負荷警報装置は、
バケットにフックを装備してつり荷を行
う機械のみに装備するものだが、日本
の本体メーカーは、輸出仕様機械はそ
れに対応している。ただし、日本で、転
倒防止警報装置を義務付けるとなる
と、EN対応型よりも精度を上げるため
の研究が２～３年は必要とのことだ
が、次期モデルチェンジの時期となる
５、６年後よりどれくらい短くできるか。

各メーカーには、転倒災害を防止する
ため、本体角度計及び転倒防止警報
装置の開発研究を鋭意進め、数年後
には実現されるよう努力することを期
待する旨を報告書（案）の中に記載し
た。

(6)
本体角度
計

技術的には可能だが、現時点では未
研究であるため、新規に開発するには
研究が２～３年は必要とのことだが、
装備は次期モデルチェンジの時期とな
る５、６年後よりどれくらい短くできる
か。
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指摘事項 指摘内容 対応方針（案）

(7)
地盤耐力
の調査

安衛則第154条に「地盤耐力」の調査
を規定すると全ての場合に調査が必
要となり、実態にそぐわない場合が出
てくるのではないか。作業箇所の状態
をきちんと調査すること、それに応じて
不同沈下の防止対策等適切な措置を
講ずることが必要なことを示すことが
必要ではないか。

解体工事現場での作業箇所の調査
及び調査結果に基づく適切な措置に
ついて解釈例規等で示すこととした
い。また、その旨を報告書（案）に記
載した。

(8) 表示

運転者の見やすい位置への表示につ
いて、運転室のない機械では表示す
るための貼付けスペースがない。必要
書類の配備も含めて検討いただきた
い。必ず表示すべき事項とそうではな
いのに分けて整理すべきではないか。

運転者が常時見ることができる位置
だけではなく、あらかじめ運転者が見
ることができる位置、たとえば運転席
の後ろの面や本体側面に貼ることで
差し支えがないと考えられる旨報告
書（案）に記載した。

(9)
操作レ
バーの統
一

標準機の操作装置の標準化は取り組
まれてきたと認識しているが、解体用
機械も操作装置の標準化に取り組む
べきではないか。
どういう操作方法が安全か分かれば
厚生労働省、国土交通省から方針を
示してもらえれば、またその方法を示
してもらえればそれを尊重したい。

報告書には委員からこの旨指摘が
あったことを記載した。また、厚生労
働省と国土交通省が操作装置の標準
化について情報交換を行うとともに、
製造者関係団体等で引き続き検討す
ることが必要な旨報告書（案）に記載
した。

２ 定期自主検査関係

（1）
構造規格
改正への
対応

水準器や運転室のない機械の飛来防
護設備が盛り込まれていない。

報告書（案）に記載した。

（2）
安全装置
等

角度計や作業範囲制限装置はブーム
の項から分離すべきではないか。
また、油圧装置、車体関係等と同じ場
所に記載されている安全装置との整
理も必要ではないか。

７．３．９に移し、整理したものを報告
書（案）に記載した。
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